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研究要旨 

【研究目的】本研究では、精神保健福祉資料（630 調査の集計報告）を活用して、2029 年

度の精神病床在院患者数を推計することを目的とした。

【研究方法】2 つのアプローチで推計した。一つはコホートの考え方に基づき、630 調査

で得られた 1998～2020 年度の在院期間別在院患者数を用いた。もう一つは患者調査の

入院受療率の考え方に基づき、2004～2020 年度の年齢階級別在院患者数を用いた。 

【結果及び考察】コホートの考え方では 2 つのパターンで推計したが、在院期間 1 年未

満の患者数との比を用いるパターンにおいて、在院患者総数は 2020 年度の 269,476 人

から 2029 年度には 233,826 人に 35,650 人（13.2％）減少すると推計された。在院期間

別には、1 年未満では 9.7％増であったが、長くなるほど大きく減少し、10 年以上では

57.2％減であった。直下の在院期間階級の患者数との比を用いるパターンにおいても

同様の傾向を認めた。入院受療率の考え方では、在院患者総数は 2020 年度の 269,473

人（年齢不明の 3 人を含まず）から 2029 年度には 211,465 人に 58,008 人（21.5％）減

少すると推計された。年齢階級別には、40 歳以上 65 歳未満で 50.5％減と減少幅が最

大となったが、75 歳以上は 14.6％増であった。両アプローチとも仮定を置いた計算で

あり、それぞれに方法論上の限界があるものの、在院患者は 2029 年度までに相当の減

少が見込まれる。また、在院期間や年齢の構成も大きく変化することが予想される。

【結論】精神病床在院患者は、2020 年度から 2029 年度にかけて 3～6 万人の規模で減少

すると推計された。特に長期在院者、成人後期の患者の著明な減少が見込まれる。

A．研究目的 

本研究班では医療計画における基準病床

算定式を提案することを目的としており、
そのために将来の精神病床在院患者数を推
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計する必要がある。推計にはいくつかの方
法が考えうるが、過去の実績値に基づき、一
定の仮定を置いて計算することが基本とな
る。将来の精神病床在院患者数は算定式を
検討する上で前提となる重要な情報であり、
その推計にあたっては信頼性、妥当性を慎
重に吟味する必要がある。そのため、本研究
班ではデータソースとして異なる統計情報
を用いて推計を行い、比較検討した。 
本研究では、データソースの一つとして

精神保健福祉資料（630 調査の集計報告）
[1]を用い、2029 年度までの精神病床在院
患者数を推計することを目的とした。 

B．研究方法 

1．推計方法の概要 
推計作業時点で公表されていた 2020 年

度以前の 630 調査の集計値から推計方法ご
との統計量を求め、それを 2029 年度まで前
方外挿し、得られた統計量から将来の推計
在院患者数を求めた。推計は次の 2 つのア
プローチで行った。 

1）コホートの考え方に基づくアプローチ 
このアプローチでは、在院期間別の在院

患者数を用いた。各年度の在院期間 1 年未
満の在院患者をコホートとし、その中で何
人がどの在院期間階級に達するまで入院を
継続しているかを観察したとき、ある年度
におけるある在院期間階級の在院患者から、
後の年度における上位の（長い）在院期間階
級の在院患者が発生することに着目し、前
者に占める後者の割合を「入院継続率」と定
義した。これを外挿に用いる統計量とした。 
コホートごとに、その人数に入院継続率

を乗じることにより、各在院期間階級の在
院患者数が推計される。計算の起点となる
1年未満在院患者数は2021年度以降の観測

値が存在しないため、入院継続率と同様に
2020 年度以前の観測値から前方外挿によ
り推計した。 
推計は入院継続率の定義のしかたにより、

2 つのパターンで行った（詳細は後述）。 

2）入院受療率の考え方に基づくアプローチ 
このアプローチでは、年齢階級別の在院

患者数を用いた。これを同じ年の同じ年齢
階級の人口で除すことにより、「入院受療率」
を求め、これを外挿に用いる統計量とした。 
各年度の各年齢階級の在院患者数は、人

口に外挿で得られた入院受療率を乗じて推
計した。 

2．推計に用いた既存情報 

1）在院期間別在院患者数 
1998年度から 2020 年度までの 630 調査

の集計値を使用した。在院期間は最新の調
査（2020 年度）では 8 階級に区分されてい
たが、1 年未満の各階級および 10 年以上の
各階級はそれぞれ 1 階級にまとめ、1 年未
満、1年以上 5 年未満、5年以上 10 年未満、
および 10 年以上の全 4 階級に組み直した。 

2）年齢階級別在院患者数 
2004年度から 2020 年度までの 630 調査

の集計値を使用した。年齢階級はこの期間
を通じて 20 歳未満、20 歳以上 40 歳未満、
40歳以上 65歳未満、65歳以上 75歳未満、
および 75 歳以上の 5 階級に区分されてお
り、そのまま使用した。 

3）年齢階級別人口 
2020 年度以前の入院受療率の計算およ

び 2021 年度以降の在院患者数の計算に用
いた年齢階級別人口は、2019 年度までは総
務省統計局の「人口推計」[2]を用い、2020
年度からは国立社会保障・人口問題研究所
の「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」
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[3]を用いた（両統計とも年号表記は暦年で
あるが、同じ年号の年度に対応するものと
して扱った）。後者は 5 の倍数の年のみとな
っているため、2020 年度以降の 5の倍数で
ない年については、前後の 5 の倍数の年の
人口から線形内挿により求めた。 

3．具体的な推計方法 

1）コホートの考え方に基づくアプローチ 
1）パターン 1（在院期間 1 年未満との比） 
入院継続率を、在院期間 1 年未満の在院

患者の人数に対する、そこから発生した上
位の（長い）在院期間階級の在院患者の人数
と定義した（図 1）。その上で、次の手順に
より推計を行った。 
①1 年以上 5 年未満の在院患者は、1～4 年
前の 1 年未満の在院患者の中から発生す
る。この割合を入院継続率 1～5年という。 

②5年以上 10年未満の在院患者は、5～9 年
前の 1 年未満の在院患者の中から発生す
る。この割合を入院継続率 5～10 年とい
う。

③10 年以上の在院患者は、10 年以上前の 1
年未満の在院患者の中から発生する。こ
の割合を入院継続率 10 年以上という。計
算上、分母が年次を無限に遡る形となる
ため、20 年以上前は無視して、10～19年
前の 1 年未満の在院患者数に限定する
（得られる値は、正確には「割合」でなく
「比」である）。

④各入院継続率とも、分母となる 1 年未満
在院患者数が得られるのは 1998～2020
年度であるため、入院継続率 1～5 年は
2002～2020 年度の 19 ヵ年分、入院継続
率 5～10年は 2007～2020年度の 14ヵ年
分、入院継続率 10 年以上は 2017～2020
年度の 4 ヵ年分が得られる。これらを観
測値として、それぞれ最小二乗法により

線形外挿して 2021～2029 年度の入院継
続率を推計する。ただし、推計値が負とな
る場合は 0 で置き換える。 

⑤2021～2029 の各年度の 1 年未満在院患
者数は、1998～2020 年度の 23 ヵ年分の
1 年未満在院患者数を観測値として、最
小二乗法により線形外挿して推計する。

⑥2021年度の 1年以上 5年未満在院患者数
は、2017～2020 年度の 1年未満在院患者
数の合計に 2021 年度の入院継続率 1～5
年を乗じて求める。以降、2029 年度まで
年次を 1 年刻みでシフトさせて同様に計
算する。

⑦2021 年度の 5 年以上 10 年未満在院患者
数は、2012～2016 年度の 1 年未満在院患
者数の合計に 2021年度の入院継続率5～
10 年を乗じて求める。以降、2029 年度ま
で同様に計算する。

⑧2021 年度の 10 年以上在院患者数は、
2002～2011 年度の 1 年未満在院患者数
の合計に 2021年度の入院継続率 10 年以
上を乗じて求める。以降、2029 年度まで
同様に計算する。

⑨2021～2029 の各年度において、⑤～⑧で
得られた在院期間別在院患者数を合算し
て在院患者総数を計算する。

2）パターン 2（下位在院期間階級との比） 
入院継続率を、直下同幅の在院期間階級

の在院患者の人数に対する、そこから発生
した当該在院期間階級の在院患者の人数と
定義した（図 2）。その上で、次の手順によ
り推計を行った。 
①1 年以上 5 年未満の在院患者は、1～4 年
前の 1 年未満の在院患者の中から発生す
る。この割合を入院継続率 1年という。

②5 年以上 10 年未満の在院患者は、5 年前
の 1 年未満および 1 年以上 5 年未満の在
院患者の中から発生する。この割合を入
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院継続率 5 年という。 
③10 年以上の在院患者は、10 年前のすべて
の在院患者の中から発生する。この割合
を入院継続率 10 年という。

④各入院継続率とも、分母となる在院患者
数が得られるのは 1998～2020 年度であ
るため、入院継続率 1年は 2002～2020年
度の 19 ヵ年分、入院継続率 5 年は 2003
～2020 年度の 18 ヵ年分、入院継続率 10
年は 2008～2020年度の 13ヵ年分が得ら
れる。これらを観測値として、それぞれ最
小二乗法により線形外挿して 2021～
2029年度の入院継続率を推計する。ただ
し、推計値が負となる場合は 0 で置き換
える。

⑤2021～2029 の各年度の 1 年未満在院患
者数は、1998～2020 年度の 23 ヵ年分の
1 年未満在院患者数を観測値として、最
小二乗法により線形外挿して推計する。

⑥2021年度の 1年以上 5年未満在院患者数
は、2017～2020 年度の 1年未満在院患者
数の合計に 2021 年度の入院継続率 1 年
を乗じて求める。以降、2029 年度まで年
次を 1 年刻みでシフトさせて同様に計算
する。

⑦2021 年度の 5 年以上 10 年未満在院患者
数は、2016 年度の 1 年未満および 1 年以
上 5 年未満の在院患者数の和に 2021 年
度の入院継続率 5 年を乗じて求める。以
降、2029年度まで同様に計算する。

⑧2021 年度の 10 年以上在院患者数は、
2011 年度の全在院患者数に 2021 年度の
入院継続率 10 年を乗じて求める。以降、
2029年度まで同様に計算する。

⑨2021～2029 の各年度において、⑤～⑧で
得られた在院期間別在院患者数を合算し
て在院患者総数を計算する。

2）入院受療率の考え方に基づくアプローチ 
次の手順により推計を行った。 

①「人口推計」および「日本の将来推計人口
（平成 29 年推計）」から得た 5 歳階級人
口を合算することにより、630 調査と同
じ 5つの年齢階級の人口を求める。 

②2004～2020 の各年度の各年齢階級の在
院患者数を、①で求めた同じ年の同じ年
齢階級の人口で除し、入院受療率を求め
る。

③年齢階級ごとに、②で求めた 2004～2020
年度の 17 ヵ年分の入院受療率を観測値
として、最小二乗法により線形外挿して
2021～2029 年度の入院受療率を推計す
る。ただし、推計値が負となる場合は 0で
置き換える。

④2021～2029 の各年度の各年齢階級の在
院患者数は、①で求めた同じ年の同じ年
齢階級の人口に、③で求めた同じ年の同
じ年齢階級の入院受療率を乗じて求める。 

⑤2021～2029 の各年度において、④で得ら
れた年齢階級別在院患者数を合算して在
院患者総数を計算する。

（倫理面への配慮） 
本研究は公表されている既存情報のみを

使用しており、個人に関する情報は取り扱
わない。 

C．結果 

1．コホートの考え方によるアプローチ 

1）パターン 1（在院期間 1 年未満との比） 
2020 年度以前の観測値と 2021 年度以降

の推計値を合わせて表示した在院期間別在
院患者数の推移を図 3示す。また、2020 年
度および 2029 年度の在院期間別在院患者
数、ならびにその間の変化率を表 1に示す。
在院患者総数は、2020 年度の 269,476 人か
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ら 2029 年度には 233,826 人に 35,650 人
（13.2％）減少すると推計された。在院期間
別には 1 年未満が唯一の増加を示し（＋
9.7％）、在院期間が長くなるほど変化率は
小さくなった（変化率が負となる 1 年以上
の各階級では、その絶対値が大きくなった）。
最長階級の 10 年以上では－57.2％と、半数
を下回ると見込まれた。 

2）パターン 2（下位在院期間階級との比） 
パターン 1 と同様に、在院期間別在院患

者数の推移を図 4に示す。また、2020 年度
および 2029 年度の在院期間別在院患者数、
ならびにその間の変化率を表 2 に示す。在
院患者総数は、2020 年度の 269,476人から
2029 年度には 239,963 人に 29,513 人
（11.0％）減少すると推計された。在院期間
別にはパターン 1 と同じ計算となる 1 年未
満が唯一の増加を示し、1 年以上の各階級
もパターン 1 とおおむね同じ傾向を示した
（10 年以上は－45.6％）。 

2．入院受療率の考え方によるアプローチ 
2020 年度以前の観測値と 2021 年度以降

の推計値を合わせて表示した年齢階級別在
院患者数の推移を図 5示す。また、2020 年
度および 2029 年度の年齢階級別在院患者
数、ならびにその間の変化率を表 3に示す。
在院患者総数は、2020 年度の 269,473 人
（年齢不明の 3 人を含まず）から 2029 年
度には 211,465人に 58,008人（21.5％）減
少すると推計された。年齢階級別には 20 歳
未満が微減（－1.9％）、75歳以上は増加（＋
14.6％）を示した。その間の 3 階級はいず
れも大幅な減少を示し、中でも 40歳以上 65
歳未満は変化率が最小（絶対値が最大）の－
50.5％と推計された。 

D．考察 

本研究では、630 調査を活用して、2029
年度までの精神病床在院患者数を 2 つのア
プローチで推計した。その結果、精神病床在
院患者総数は 2020年度から 2029年度にか
けて 3～6 万人の規模で減少すると推計さ
れた。在院期間別には長いほど大きく減少
し、在院患者における在院期間の構成は相
対的に短期が増加し長期が減少する向きに
大きく変化することが見込まれる。年齢階
級別には、成人後期を中心に、成人前期、老
年前期を含めて従来在院患者の中核をなし
ていた年齢の患者が大きく減少し、老年後
期の患者が増加することが見込まれる。 
コホートの考え方によるアプローチでは、

1 年未満の在院患者数が将来も線形に増加
すると仮定したが、人口は減少するため予
測としてはやや不確実である（過大推計の
可能性がある）。精神科入院治療の全体的な
傾向が、短期化する代わりに再入院を積極
的に受けるように変化し、1 年未満の在院
患者数が仮定どおり増加したとしても、そ
の傾向は入院継続率を下げるように作用す
るため、在院患者総数は推計より少なくな
る可能性が高い。一方、入院受療率の考え方
によるアプローチでは、在院患者数を人口
と入院受療率の乗算で求めている。減少し
ていく人口の部分は公的に推計された数値
を用いているため、特に人口構成変化が激
しい時期は推計の信頼性が高くなる。ただ、
年齢階級が 5 つのみと粗い点は信頼性を減
じる要因となりうる。 

630 調査による推計は、調査の悉皆性に
由来する標本誤差の小ささ、公表された集
計値を用いることによるデータ入手の容易
さ、比較的長期間に及ぶ観測値を利用でき
ることによる推計精度の高さが強みであり、
これらは調査データそのものの性質に帰属
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する。一方で上に述べたような、推計のため
に置いた仮定の妥当性といった方法論に帰
属する限界もある。コホートの考え方によ
るアプローチでは入院継続率の計算に長期
間の観察を要するため、長期間の観測値を
利用できても計算に有効な期間が短くなる
ことも短所である。これらのことを意識し
て、630 調査による推計を他の統計情報に
よる推計と比較検討することが望ましい。 

E．結論 

630 調査を活用して精神病床在院患者数
を推計したところ、総数では 2020 年度から
2029 年度にかけて 3～6 万人の規模で減少
すると推計された。特に長期在院者、成人後
期の患者の著明な減少が見込まれる。 
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図 1. 入院継続率の計算とコホート追跡の関係（在院期間 1年未満の在院患者数を分母とするパターン） 

↓在院期間（年未満切り捨て）
22 3284
21 3380 3278
20 3494 3383 3274
19 3628 3507 3390 3274
18 3785 3654 3526 3401 3279
17 3969 3826 3687 3552 3420 3291
16 4183 4027 3876 3729 3586 3447 3312
15 4432 4263 4098 3938 3783 3632 3485 3343
14 4723 4538 4358 4184 4015 3851 3692 3537 3388
13 5064 4861 4665 4474 4290 4111 3937 3770 3607 3450
12 5466 5243 5027 4819 4616 4421 4232 4049 3872 3700 3535
11 5941 5696 5459 5230 5008 4793 4586 4385 4191 4004 3823 3648
10 6508 6238 5977 5724 5480 5244 5015 4795 4581 4376 4177 3985 3800
9 7194 6895 6606 6327 6057 5796 5543 5299 5064 4836 4616 4404 4200 4003
8 8032 7701 7381 7071 6772 6482 6202 5931 5669 5416 5172 4936 4708 4488 4276
7 9076 8709 8353 8008 7675 7352 7039 6737 6444 6161 5888 5623 5368 5121 4883 4653
6 10406 9997 9601 9217 8844 8483 8132 7793 7464 7145 6837 6538 6249 5970 5700 5438 5186
5 12155 11701 11259 10829 10411 10005 9611 9228 8855 8494 8143 7803 7473 7153 6843 6542 6251 5969
4 14562 14058 13565 13085 12616 12159 11713 11278 10855 10442 10040 9649 9268 8897 8536 8185 7844 7512 7190
3 18110 17554 17009 16475 15950 15437 14933 14439 13956 13483 13019 12565 12121 11686 11261 10845 10438 10041 9652 9273
2 23983 23388 22799 22218 21643 21076 20515 19962 19415 18876 18343 17817 17298 16787 16282 15784 15293 14809 14332 13862 13399
1 36286 35714 35143 34571 34000 33429 32857 32286 31714 31143 30571 30000 29429 28857 28286 27714 27143 26571 26000 25429 24857 24286
0 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000

調査年→ 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

表中の数値は架空の在院患者数（説明のために示したもの）。
1年以上5年未満の在院患者は、1～4年前の1年未満の在院患者の中から発生する。

この割合を入院継続率1～5年という。
5年以上10年未満の在院患者は、5～9年前の1年未満の在院患者の中から発生する。

この割合を入院継続率5～10年という。
10年以上の在院患者は、10年以上前の1年未満の在院患者の中から発生する。

この割合を入院継続率10年以上という。計算上、分母が年次を無限に遡る形となる
ため、20年以上前は無視して、10～19年前の1年未満の在院患者数に限定する。
入院継続率1～5年・5～10年・10年以上は、それぞれ経年的に変化すると考える。

↑が右に1年ずつ
スライドしていく。
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図 2. 入院継続率の計算とコホート追跡の関係（直下同幅の在院期間階級の在院患者を分母とするパターン） 

↓在院期間（年未満切り捨て）
22 3284
21 3380 3278
20 3494 3383 3274
19 3628 3507 3390 3274
18 3785 3654 3526 3401 3279
17 3969 3826 3687 3552 3420 3291
16 4183 4027 3876 3729 3586 3447 3312
15 4432 4263 4098 3938 3783 3632 3485 3343
14 4723 4538 4358 4184 4015 3851 3692 3537 3388
13 5064 4861 4665 4474 4290 4111 3937 3770 3607 3450
12 5466 5243 5027 4819 4616 4421 4232 4049 3872 3700 3535
11 5941 5696 5459 5230 5008 4793 4586 4385 4191 4004 3823 3648
10 6508 6238 5977 5724 5480 5244 5015 4795 4581 4376 4177 3985 3800
9 7194 6895 6606 6327 6057 5796 5543 5299 5064 4836 4616 4404 4200 4003
8 8032 7701 7381 7071 6772 6482 6202 5931 5669 5416 5172 4936 4708 4488 4276
7 9076 8709 8353 8008 7675 7352 7039 6737 6444 6161 5888 5623 5368 5121 4883 4653
6 10406 9997 9601 9217 8844 8483 8132 7793 7464 7145 6837 6538 6249 5970 5700 5438 5186
5 12155 11701 11259 10829 10411 10005 9611 9228 8855 8494 8143 7803 7473 7153 6843 6542 6251 5969
4 14562 14058 13565 13085 12616 12159 11713 11278 10855 10442 10040 9649 9268 8897 8536 8185 7844 7512 7190
3 18110 17554 17009 16475 15950 15437 14933 14439 13956 13483 13019 12565 12121 11686 11261 10845 10438 10041 9652 9273
2 23983 23388 22799 22218 21643 21076 20515 19962 19415 18876 18343 17817 17298 16787 16282 15784 15293 14809 14332 13862 13399
1 36286 35714 35143 34571 34000 33429 32857 32286 31714 31143 30571 30000 29429 28857 28286 27714 27143 26571 26000 25429 24857 24286
0 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000 90000

調査年→ 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

表中の数値は架空の在院患者数（説明のために示したもの）。
1年以上5年未満の在院患者は、1～4年前の1年未満の在院患者

の中から発生する。この割合を入院継続率1年という。
5年以上10年未満の在院患者は、5年前の1年未満および1年以上

5年未満の在院患者の中から発生する。この割合を入院継続率5年
という。

10年以上の在院患者は、10年前のすべての在院患者の中から発
生する。この割合を入院継続率10年という（ここでは20年の区切
りを取り払って考える）。
入院継続率1年・5年・10年は、それぞれ経年的に変化すると考

える。
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図 3. 在院期間 1年未満の在院患者数を分母とする入院継続率に基づく推計における在院期間別在院患者数の推移 
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図 4. 直下同幅の在院期間階級の在院患者数を分母とする入院継続率に基づく推計における在院期間別在院患者数の推移 
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図 5. 入院受療率に基づく推計における年齢階級別在院患者数の推移 
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表 1. 在院期間 1 年未満の在院患者数を分母とする入院継続率に基づく 2029 年度在院期間
別推計在院患者数の 2020 年度からの変化 

2029年度 2020年度 変化率 
1 年未満 112,239 102,352 ＋9.7% 
1 年以上 5 年未満 73,451 83,743 －12.3% 
5 年以上 10 年未満 27,716 35,694 －22.4% 
10年以上 20,420 47,687 －57.2% 
総数 233,826 269,476 －13.2% 

表 2. 直下同幅の在院期間階級の在院患者数を分母とする入院継続率に基づく 2029 年度在
院期間別推計在院患者数の 2020 年度からの変化 

2029年度 2020年度 変化率 
1 年未満 112,239 102,352 ＋9.7% 
1 年以上 5 年未満 73,451 83,743 －12.3% 
5 年以上 10 年未満 28,345 35,694 －20.6% 
10年以上 25,928 47,687 －45.6% 
総数 239,963 269,476 －11.0% 

表 3. 入院受療率に基づく 2029 年度年齢階級別推計在院患者数の 2020 年度からの変化 

2029年度 2020年度 変化率 
20歳未満 2,269 2,313 －1.9% 
20歳以上 40歳未満 10,398 15,836 －34.3% 
40歳以上 65歳未満 41,589 84,005 －50.5% 
65歳以上 75歳未満 44,563 68,993 －35.4% 
75歳以上 112,646 98,326 ＋14.6% 
総数 211,465 269,473 －21.5% 

※2020 年度の総数には年齢不明の 3 名を含まない。 
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